
資料５－２

定性評価 定量評価

(1) こどもの権利の普及啓発

○北海道こども基本条例や子どもの権利条約の理念等について、イベントやハンドブックの配布等により普及啓発 ○デジタルスタンプラリーの実施【新規】

　R7：179市町村（7月～11月）1,242人参加

○こどもの権利に関するパネル展の実施【新規】

　R7：16回開催

○ウェブセミナーの実施【新規】

　R7：2回開催（11/26、12/18）延べ90人参加

○ハンドブック・動画の作成・配布【新規】

比較的

順調

(2) こどもの権利に関する学習機会の確

保

○学習指導要領に基づく人権教育等を実施

○教科等指導、生徒指導、学級経営など、教育活動全体を通じて人権尊重の精神に立った学校づくりに向けた人権教育

の現状や課題等に関する研修を実施

○高校生及び大学生を委員とするこども部会において提言書にまとめ、道に対して提言することで、こども・若者の意

見表明の機会の充実

○「人権教育推進」に係る研修会の開催（オンライン）

　R7：70人（2月10日）

○こども部会の開催

　R7：8/20～8/21（R6：1/9～1/10）

○知事への提言

　R7：1/7（R6：3/27）

順調

(3) 相談に対応する支援体制の充実

○専門職の配置や関係機関との連携により、いじめや不登校等への早期対応と未然防止に取り組むとともに、相談体制

の充実

○スクールカウンセラーの配置

　R7：1,291校（小学校648　中学校395　義務教育学校27　中等教育学校1　高校185　特別支援35）

（R6：1,299校（小学校660　中学校400　義務教育学校24　中等教育学校1　高校186　特別支援28））

○スクールカウンセラー連絡協議会の開催

　R7：１回（R6：１回）

○教育相談員セミナーの開催

　R7：4か所（R6：4か所）

○スクールソーシャルワーカーの配置

　R7：45市町村へ配置、道教委で17人任用（R6：43市町村へ配置、道教委で16人任用）

○スクールソーシャルワーカー連絡協議会

　R7開催実績：２回（R6開催実績：２回）

順調

Ⅱ ②

こども・若

者、子育て

当事者の意

見の適切な

社会反映

(4) こども・若者、子育て当事者の意見

反映の促進

○高校生及び大学生を委員とするこども部会において提言書にまとめ、道に対して提言することで、こども・若者の意

見表明の機会の充実

○こども・若者委員の登用が可能な公募枠を活用しこども・若者委員の参画を促進

○ユースプランナー制度を活用し、ユース世代に道の取組を理解してもらうとともに、意見やアイデアを聴取する機会

が確保

○全道のこどもたちから、インターネットの活用や学校への訪問等により幅広く意見を聞くことで、こどもの意見表明

及び施策への反映を検討する取組が推進

○こども部会の開催

　R7：8/20～8/21（R6：1/9～1/10）

○知事への提言

　R7：1/7（R6：3/27）

○北海道こども施策審議会におけるこども・若者委員の数

　R7：1人（R6：1人）

○意見アイデア募集実施

　R7：3回（R6：1回）

比較的

順調

〇こども・若者、子育て当事者の意見の適切な社会反映の

ため、各種取組を継続しながら、取組の更なる推進が必要

〇こども・若者、子育て当事者の意見の適切な社会反映を

図るため、引き続き、内容の改善を図りながらこどもの意

見反映推進事業などの取組を通じてこども・若者等から幅

広く意見を聴取するとともに、その意見を道政に適切に反

映させる取組を推進する。

Ⅱ ③
こども・若

者の社会参

加の推進

(5) こども・若者の社会参加の推進

○全道のこどもたちから、インターネットの活用や学校への訪問等により幅広く意見を聞くことで、こどもの意見表明

及び施策への反映を検討する取組が推進

○体験機会に恵まれていない子どもに遊びや文化・芸術活動、スポーツ、旅行といった体験の機会を提供する団体を支

援し、子どもの多様な体験機会の確保

○学校訪問による意見交換（小・中・高・特別支援学校）

　R7：974人（47校）（R6：783人（42校））

○ＷＥＢアンケート

　R7：2,235件（R6：2,196件）

○体験の機会を提供する団体への支援数【新規】

比較的

順調

〇こども・若者の社会参加を推進するため、意見表明や体

験活動などの参加機会を継続的に確保するとともに、より

多くのこども・若者の参加につながる取組の充実が必要で

ある。

〇こども・若者の社会参加を推進するため、意見表明や多

様な体験活動等への参加機会の確保・充実を図り、こど

も・若者の社会参加を促進する。

(6) 指針を踏まえた多様な居場所づくり

の推進

○こどもの居場所づくりに関する指針に基づき、こどもの多様な居場所づくりを推進し、市町村の取組を支援 ○放課後児童クラブか所数

　R7：1,065か所（R6：1,035か所　（R11目標：1,066か所（達成率99.9％））

○児童厚生施設数　※1

　R7：259か所（R6：261か所）

　※1　児童館等児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操を豊かにすることを目的とする施設

○児童育成支援拠点　※2交付実績

　R7：５市町村（６か所）（R6：４市町村（４か所））（R11目標：22か所（達成率27.2％）)

　※2　養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所となる場を開設し、児童と家庭が抱

える多様な課題に応じた支援を包括的に提供する事業。

比較的

順調

(7) 放課後児童の健全育成

○放課後児童クラブの待機児童の受け皿や多様な居場所の確保等に向けた取組を支援

○放課後児童クラブ及び放課後子供教室における従事者等を対象とした研修の開催などにより、従事者等の確保と資質

の向上を支援

○児童厚生施設整備実績（次世代育成支援対策施設整備交付金）　R7：４か所（R6：３か所）

○放課後児童支援員認定資格研修　研修終了者　R7：463人（R6：532人） 比較的

順調

(8) ネットいじめ対策の推進

○ネットパトロールにより、ネットいじめ等の未然防止・早期対応を推進 ○ネットパトロール講習会

　R7：１回（116人）（R6：１回（206人））

○子どもたちをネットトラブルから守るための保護者講習会

　R7：16回（716人）（R6：16回（1,016人））

順調

(9) いじめ未然防止教育の推進

○モデル地域・モデル校で実施いじめ未然防止・自殺予防教育の取組成果を全道へ普及

○児童生徒主体のいじめ防止の取組を推進

○自殺予防教育プログラム実践モデル地域・モデル校

　R7：モデル２地域(小・中各２校、高１校)、モデル １校（高校）（R6：モデル １校（高校））

○どさんこ子ども地区会議の開催

　R7：14振興局管内（R6：14振興局管内）

順調

(10) 関係機関における連携体制の整備

○警察や児童相談所等との連携による地域におけるいじめ問題への対応体制の強化

○児童生徒同士の議論を通じた、いじめ防止に向けた主体的な取組の推進

○周知カードの配付や研修実施による、いじめ防止に関する理解促進及び相談体制の充実

○地域いじめ問題等対策連絡協議会の開催

　R7：14振興局管内で実施（R6：14振興局管内で実施）

○どさんこ子ども地区会議の開催

　R7：14振興局管内で実施（R6：14振興局管内で実施）

○いじめ防止に関する周知・相談体制の充実

　R7：周知カード356,210枚、ポスター2,544枚、リーフレット328,640枚を配付。電話相談員集合研修２回開催（参加者27人）

順調

Ⅱ ⑥
不登校のこ

どもへの支

援

(11) 支援体制の整備

○専門職の配置や関係機関との連携による、いじめ・不登校等への早期対応及び未然防止の推進

○周知カード等の配付や研修の実施による、取組への理解促進及び相談体制の充実

○メタバースの活用やオンラインによる支援など、多様な学びの場及び保護者支援の充実

○教育相談体制

　R7：スクールカウンセラー1,291校配置（R6：1,299校）

　　　 スクールソーシャルワーカー45市町村配置・17人任用（R6：43市町村配置・16人任用）

○相談体制の充実

　R7：周知カード356,210枚、ポスター2,544枚、リーフレット328,640枚を配付

　　　 電話相談員集合研修２回開催

○不登校支援

　R7：メタバース参加11人、保護者等セミナー３回、保護者交流２回実施

順調

○いじめや不登校、悩みや困難を抱える子どもが増加・多

様化する中、一人ひとりの状況に応じた相談支援体制の充

実を図るとともに、関係機関と連携した早期対応・未然防

止及び多様な学びの機会の確保を進める必要がある。

○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等

による相談支援体制の充実を図るとともに、相談窓口の周

知や相談員の資質向上、関係機関と連携したいじめ・不登

校等への早期対応・未然防止を推進する。また、メタバー

ス等を活用した多様な学びの機会の確保や保護者支援の充

実に取り組む。

北海道こども計画の推進状況について（令和７年度評価（全体））

④
こどもの居

場所づくり

の推進

いじめ防止⑤

基本

方針
施策の方向性 具体的な取組

取組実績（主なもの）

こども・若

者が権利の

主体である

ことの社会

全体での共

有等

①

Ⅱ

Ⅱ

Ⅰ

課題
自己

評価

○こどもの居場所づくりに関する指針に基づき、各市町村

が地域の実情に応じた居場所を計画的に整備できるよう検

討する。

○また、従事者の処遇改善や研修等を通じた人材確保・資

質向上に向けた支援を継続して実施する。

○放課後児童クラブ数が着実に増加しており、待機児童の

受け皿や活動拠点の確保は進展している。

○一方で、多様なニーズを持つこどもの居場所づくりにつ

いては、市町村間で取組状況に差が見られる場合がある。

放課後児童クラブに加え、学習支援、食事提供、多様な体

験活動の場など多岐にわたることから、多様なニーズを持

つこどもが自分に合った居場所を見つけられるような施策

の展開が必要。

○引き続き、学校・家庭・地域・関係機関が連携し、いじ

めの未然防止、早期発見・早期対応に向けた取組を推進す

るとともに、モデル地域・モデル校における実践成果や児

童生徒主体の取組の全道への普及を図る。また、ネットパ

トロールや啓発活動、相談員の資質向上等を通じて、ネッ

トトラブルへの対応や相談しやすい環境づくりを推進す

る。

○いじめの未然防止や早期発見・早期対応に向けた各種取

組は着実に進んでいるが、いじめの態様が多様化・複雑化

するとともに、インターネット上のトラブルなど新たな課

題も生じていることから、学校・家庭・地域・関係機関が

連携した取組の充実や、児童生徒が安心して相談できる体

制の強化を図る必要がある。

今後の方向性

〇こどもの権利に関する普及啓発や学習機会の確保に継続

的に取り組み、こども・若者が権利の主体であることにつ

いて社会全体の理解促進を図るとともに、学校、地域及び

関係機関等と連携し、こどもの権利が尊重される環境づく

りを推進する。

〇こどもの権利に関する普及啓発や学習機会は確保されて

いるものの、学校、地域及び関係機関等が連携し、こど

も・若者が権利の主体であるという考え方を社会全体にさ

らに浸透させていく必要がある。

「こども権利擁護の在り方検討ワーキンググループ」の開催状況等
こどもの権利擁護の在り方について検討するため、令和７年度に「こども権利擁護の在り方検討

ワーキンググループ」を設置し、これまで令和７年度に１回、令和８年度に１回の計２回開催してい

る。

ワーキンググループでは、これまで、こどもの権利に関する周知・普及啓発に係る国及び道の取組や、

相談機関に関する国の動向、道内の相談体制の現状、他都県における相談救済窓口の設置状況などに

ついて、情報共有や意見交換を行った。

今後は、相談救済窓口を設置している都県や道内の既存相談機関の取組状況を把握し、アクセスの

しやすさや相談機関相互の連携、役割分担、相談対応における課題等、必要な情報を整理し、本道に

おけるこどもの権利擁護の在り方について議論を深めていく。



定性評価 定量評価

基本

方針
施策の方向性 具体的な取組

取組実績（主なもの）
課題

自己

評価
今後の方向性

(12) 地域全体で子育て世帯を応援する

気運の醸成

○ファスト・トラックやこどもまんなか応援サポーター等の「こどもまんなかアクション」の取組により子育て世帯を

応援する気運の醸成が図られた

○こどもファスト・トラックの実施により、妊娠中の方やこども連れの方に配慮した施設利用環境整備が進められた

○「こどもまんなか宣言」の趣旨に賛同する企業・団体等の参画が促進された

○全ての道立施設においてファスト・トラックの取組を実施

　R7：100％（R6：100％）

○「ほっかいどうこどもまんなか応援サポーター」宣言団体・企業

　R7：96団体・企業（R6：54団体・企業）
順調

(13) 地域の推進体制の整備と取組の支

援

○14振興局に少子化対策圏域協議会を設置の上、関係者による情報交換等を実施 ○実施振興局

  R7：2振興局（R6：4振興局）

一部に

努力を

要する

(14) 地域における取組の支援

○振興局が開催したセミナーを通じて、地域における子育て支援への理解や関心が深まるとともに、地域の子育てネッ

トワークの構築

○若い世代や子育て当事者、子育て支援団体等向けセミナーの開催

　R7：3振興局（延べ64人参加）（R6：5振興局（延べ149人参加））
順調

(15) 子育て支援団体等の活動の促進

○子育て支援ポータルサイトの刷新により、市町村や道の施策を分かりやすく発信する環境が整備

○地域における子育て支援活動への関心や機運の醸成

○（公財）北海道青少年育成協会の事業に対する補助を通じ、「道民家庭の日」等の普及促進

○団体表彰

　Ｒ７：４団体表彰

○「道民家庭の日」啓発資材（リーフレット等）

　Ｒ７：30,000部作成

○「こどもまんなか」絵画コンクール

　Ｒ７：応募数63校338点

○「家族ふれあい優待制度」

　Ｒ７：協賛店・施設250ヶ所

順調

(16) 父親の育児への積極的参加の促進
○子育て支援ポータルサイトの刷新により、市町村や道の施策を分かりやすく発信する環境が整備

ー 順調

(17) 官民協働による地域全体での取組

の促進

○新型コロナウイルス感染症の影響により活動団体が減少し、その後も新たな担い手の確保や組織化が進んでいない

○少子化に伴う社会的課題について考える機会の創出

○地域における老人クラブ活動は、世代間交流を通じて、地域全体でこどもたちの成⾧を支える環境作りに貢献

○民生委員・児童委員の資質の向上を図るため、必要な知識技術について研修を実施

○全道及び各振興局単位でプラットフォーム会議を開催した他、幹事会員と連携してつながりサポーターの養成研修

等、支援体制の周知・体制の強化

○「せわずき・せわやき隊」登録市町村数

　R7：74市町村（R6：74市町村）

○「北海道すきやき隊」登録市町村数

　R7：37市町村（R6：37市町村）

○「ほっかいどうこどもまんなか応援サポーター」宣言団体・企業

　R7：96団体・企業（R6：54団体・企業）

○どさんこ・子育て特典制度の協賛店舗数

　R7：2,193店（R6：2,248店）

〇老人クラブ運営費補助金を交付した市町村数

　R7： 172

○民生委員児童委員専門研修事業

　R7：集合研修（14管内で実施）2,054名（R6：集合研修（14管内で実施）2,422名）

○民生委員児童委員初任者研修

　R7：集合研修（13振興局で実施）1,474名（R6：集合研修（9振興局で実施）150名）

○全道プラットフォーム会議参加人数

　R7：123名

○つながりサポーター養成講座受講者数

　R7：843名

順調

(18) 次世代教育の推進

○出前講座の実施により、若者が結婚、出産、子育てを含む将来のライフデザインについて考える機会が提供 ○高校・大学等向け出前講座

　R7：28回（延べ2,410人）実施　（R6：24回（延べ1,999人））
順調

(19) 子育てに配慮した住宅の供給促進

○ユニバーサルデザインの視点に立った公営住宅の整備及び子育て支援住宅の整備促進

○子育て世帯が入居しやすい民間賃貸住宅の登録促進

○シックハウス症候群等に関する検査及び普及啓発の推進

○公営住宅の整備促進

　R7：道営住宅70戸を整備（R6：42戸）、子育て支援住宅０戸整備（R6：１戸）

○子育て世帯向け民間賃貸住宅の登録促進

　R7：子育て世帯の入居を拒まない民間賃貸住宅17,670戸を登録（R6：17,431戸）

○シックハウス症候群等への対応

　R7：相談24件に対応（R6：29件）

順調

(20) 安全な道路交通環境等の整備

○ゾーン30の設定等による交通安全施設の整備促進

○チャイルドシートの適正使用に向けた普及啓発の推進

○シートベルトやヘルメット着用等の交通安全意識の向上に向けた啓発の推進

○交通安全施設の整備

　R7：ゾーン30を１か所設置（R6：１か所設置） 比較的

順調

(21) 子育てバリアフリー等の整備

○「北海道福祉のまちづくり条例」に基づくバリアフリー化の推進及び普及啓発の実施

○妊婦や子育て世帯への支援情報の発信による子育て環境の充実

○親子が安心して外出できる環境づくりの推進

○福祉のまちづくりの推進

　R7：道立施設バリアフリー整備25か所（R6：39か所）

　　　　北海道福祉のまちづくり表彰（公共的施設部門１件(R6:１件)、活動部門３件(R6:３件))

○妊婦・子育て世帯への情報発信

　R7：妊婦向け子育て支援情報冊子を作成・配布し、子育て支援情報を発信

○親子の外出環境の整備

　R7：北海道赤ちゃんのほっとステーション登録施設406施設（97市町村）

比較的

順調

(22) 犯罪に巻き込まれない安全で安心

な地域づくり等の促進

○地域社会全体で学校安全に取り組む体制を整備する市町村への補助

○地域安全情報メール、X（旧Twitter）及びYahoo!防災速報による情報発信

○北海道青少年健全育成条例の周知及び立入調査による非行・犯罪防止環境づくりの推進

○ネットトラブル防止に向けた普及啓発

○地域社会全体で取り組む学校安全体制の整備

　R7：23市町村へ補助（R6：23市町村へ補助）

○地域安心情報等による安全情報の発信

　R7：地域安心情報メール等による情報発信6,495件（R6：4,644件）

○青少年の非行・犯罪被害防止に向けた環境整備

　R7：北海道青少年健全育成条例に基づく立入調査1,326件

○ネットトラブル等の未然防止・早期対応

　R7：ネットパトロール講習会１回（116人）（R6：206人）

　　　 子どもたちをネットトラブルから守るための保護者講習会16回（716人）（R6：16回（1,016人））

比較的

順調

社会全体で

のこども・

子育て支援

の取組の推

進

⑦

Ⅲ

Ⅲ

〇社会全体でこども・子育てを支える気運の醸成を図るた

め、「こどもまんなかアクション」などの各般の取組の充

実を図るとともに、企業・団体や地域住民など多様な主体

との連携を促進し、地域全体でこどもや子育て家庭を支え

る取組を推進する。

〇社会全体でこども・子育てを支える取組を継続するとと

もに、地域や企業・団体等との連携を一層強化し、子育て

支援活動への参加や地域における支援体制の充実を図る必

要がある。

⑧
 生活環境の

整備

○子育て家庭が安心して暮らせる環境の充実に向け、住環

境やバリアフリー化の推進、親子が安心して外出できる環

境づくりを進めるとともに、交通安全、防犯・非行防止、

ネットトラブル対策など、子どもの安全・安心を確保する

取組を継続して推進する必要がある。

○子育て家庭が安心して暮らし、子どもが安全に成⾧でき

る地域づくりに向け、住環境やバリアフリー化、子育て支

援情報の発信及び親子が安心して外出できる環境づくりを

推進するとともに、関係機関と連携し、交通安全、防犯・

非行防止、ネットトラブル対策など、安全・安心な環境づ

くりを推進する。



定性評価 定量評価

基本

方針
施策の方向性 具体的な取組

取組実績（主なもの）
課題

自己

評価
今後の方向性

(23) 保育サービスの充実

○市町村における保育所、認定こども園の計画的な施設整備や人材確保に向けた取組を支援

○幼稚園、保育所等の教育・保育施設や地域型保育事業の利用に係る給付費の一部を負担

○保育士の負担軽減を図るため、保育補助者を活用した際の費用の一部を補助

○認定こども園数（分園含む）

　R7：4.1時点725か所（うち、道所管分362か所）（R6：4.1時点677ヶ所（うち、道所管分345ヶ所））

（R11目標：747か所（達成率97.1％））

○保育体制強化事業※交付実績（道事業「保育緊急確保事業」）

　R7：28市町村（R6：24市町村）

　※保育士の負担軽減のため無資格者を活用

○保育補助者雇上強化事業※交付実績（道事業「保育緊急確保事業」）

　R7：17市町村（R6：15市町村）

　※保育士の業務負担軽減等のため、保育補助者の雇上げに必要な費用を補助

順調

(24) 教育・保育を支える人材の確保

○教育・保育を支える保育士等の処遇改善と働きやすい環境整備を進め専門性向上と職場定着を支援

○潜在保育士の就職支援、養成施設等との連携による担い手確保を推進

○子育て支援員の養成・活用を進め、保育所・認定こども園等の担い手となる人材の確保を支援

○保育所・認定こども園での処遇改善等加算取得状況（全加算を取得している園の割合） 　R7：91％（R6：86％）

○潜在保育士の再就職支援　R7：69人（R6：92人）

○修学資金貸付実績　R7：83人（R6：62人）

※保育士養成施設在学生への修学資金・入学・就職準備金（道内（札幌を除く）で３年間継続して勤務することで最大160万が返還免除

○保育士新規登録者数　R7：1,552人（R6：1,862人）

○子育て支援員研修修了者　R7：644人（R6：579人）

一部に

努力を

要する

(25) 教育・保育の一体的提供の促進

○子ども・子育て支援新制度の推進に向け、市町村へ助言・支援を行い、質の高い教育・保育の提供体制を確保

○認定こども園等の整備を進めるとともに、保育士・幼稚園教諭資格の取得に向けた受講料補助を実施

○認定こども園数（分園含む）

　R7：4.1時点725か所（うち、道所管分362か所）（R6：4.1時点677か所（うち、道所管分345か所））

　（R11目標：747か所（達成率97.1％））

○保育士または幼稚園教諭免許取得のための受講料補助

　R7：11人（R6：8人）

順調

(26) 多様な保育サービスの提供

○延⾧保育、病児・病後児保育、一時預かりやこども誰でも通園制度等、市町村における多様な子育て支援サービスの

提供体制の整備を支援

○延⾧保育実施か所数

　R7：1,046か所（R6：1,065か所）（R11目標：1,094か所（達成率95.6％））

○病児・病後児保育実施か所数

　R7：76か所（R6：75か所）（R11目標：94か所（達成率80.9％））

○一時預かり事業実施か所数

　R7：幼稚園型851か所、幼稚園型以外613か所（R6：幼稚園型831か所、幼稚園型以外499か所）

（R11目標：幼稚園型　856か所（99.4％）、幼稚園型以外：665か所（92.2％））

○こども誰でも通園制度実施市町村数

R7：20市町村（R6：８市町村）※交付金の活用がない市町村含む

順調

(27) 教育・保育の質の向上
○保育教諭・幼稚園教諭・保育士等の資質向上を図るための研修を実施（教育庁）

○幼稚園・保育所・認定こども園と小学校の連携を促進するための研修や就学前後の円滑な接続を図るための取組を支

援（教育庁）

○子どものための教育・保育給付費負担金交付実績

　R7：141市町村（R6：148市町村） 順調

(28) 良質なサービスの確保

○教育・保育の質の確保や向上のため、事業者に対して、運営状況の自己評価の取組の働きかけを実施

○保育所の設置や障がい児を受け入れるための改修又は認可外保育施設の職員への健康診断費用を補助

○保育所等指導監査実施

　R7：504施設（実施率87％）（R6：512施設（実施率87％））

○保育対策総合支援事業費補助金を活用して改修や、環境改善、医ケア児受入等の体制整備を行った市町村数

　R7：19市町村（R6：35市町村）

順調

(29) 地域における子育て支援体制等の

充実

○市町村や関係機関と連携しながら、地域における子育て支援の取組を支援 ○地域子育て支援拠点

　R7：424か所※交付金の活用がない市町村含む（R6：422か所）（R11目標：430か所（達成率98.6％）） 順調

(30) 子育て支援等に関する情報提供
○振興局が開催したセミナーを通じて、地域における子育て支援への理解や関心を深めるとともに、地域の子育てネッ

トワークの構築

○子育て支援ポータルサイトの刷新により、市町村や道の施策を分かりやすく発信する環境を整備

○若い世代や子育て当事者、子育て支援団体等向けセミナーの開催

　R7：３回 順調

(31) 地域子育て支援拠点等の整備
○市町村が実施するファミリー・サポート・センターの設置促進のため、市町村の取組を支援 ○ファミリーサポートセンター実施市町村数

　R7：82市町村（R6：77市町村）※交付金の活用がない市町村含む（R11目標：83市町村（達成率98.8％））
比較的

順調

(32) 望ましい生活習慣確立のための意

識啓発

○「朝食をとらずに登校する子をゼロに」を目標に、学校、家庭、地域が連携した運動を展開し、子ども達の生活リズ

ムの向上のための取組を実施

○家庭教育支援の講座やイベントで、運動習慣も含め望ましい生活習慣定着の重要性について、保護者や地域住民、行

政職員等に啓発活動を実施

○全国学力・学習状況調査質問紙における質問事項「朝食を毎日食べていますか」に対し、「している」、「どちらかといえばしてい

る」と回答した児童数の割合

　R7：91.9％（R6：92.0％）

○家庭教育支援の講座や事業での啓発用資料等を活用した家庭教育支援者等への働きかけ実績

　R7：10管内41回、参加者2,622名

比較的

順調

(33) 児童館活動等の促進

○地域のニーズに応じた児童厚生施設等の整備促進を支援 ○児童厚生施設数※1

　R7：259か所（R6：261か所）

　※1　児童館等児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操を豊かにすることを目的とする施設

○児童厚生施設整備実績（次世代育成支援対策施設整備交付金）

　R7：４か所（R6：３か所）

比較的

順調

(34) 文化・スポーツ等に親しむ環境の

整備

○国際社会に貢献できる人材の育成を図るため、カナダ・アルバータ州等との高校生の交換留学を実施

○全道の英語担当教員の授業改善に係る理解を深めることができるよう文部科学省の調査官による講義や推進教員によ

る実践発表を実施

○本道ゆかりのスポーツ選手等を講師に迎え、五輪種目や冬期種目を中心とした体験型教室を開催

○「北海道子ども読書応援団」登録ボランティア団体及び個人による各地域における読み聞かせ活動の実施、道内プロ

スポーツチーム選手等が出演する「子ども読書活動応援動画」の作成等により、子どもの読書活動の推進

○交換留学実績

　R7：ｱﾙﾊﾞｰﾀ州・16人、ﾊﾜｲ州７名、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ５人（R6：ｱﾙﾊﾞｰﾀ州・19人、ﾊﾜｲ州・６人、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ・５人 ）

○「E-Lineセミナー」の開催

　R7：第1回：76人、第2回：68人

○体験型教室開催実績

　R7：６会場191人（R6：８会場245人）

○家や図書館で、普段１日10分以上読書をすると回答した小学６年生、中学３年生の割合(%)※平均値

　R7：全国：46.8%、全道：45.7%

○「北海道子ども読書応援団」登録の読書ボランティアが実施する読み聞かせの回数

　R7：1,863回（R6実施数：1,937回）

比較的

順調

(35) 公園、遊び場の確保
○道立公園の整備、維持運営 ○道立公園供用合計数

　R7：11か所、面積 989㏊（R6：11か所、面積 989㏊） 順調

(36) 食育の推進
○振興局のネットワーク会議などにおいて、市町村食育推進計画の作成について助言食育事例発表会などにおいて優良

事例の紹介や有識者を交えた意見交換により食育の取組促進

○食育パネル展の開催などにより、食の楽しさや基本的な生活習慣づくりへの意識醸成

○ネットワーク会議開催　R7：14回

○食育事例発表会開催　R7：3回

○食育月間パネル展開催　R7：1回

比較的

順調

(37) 木育の推進
○森林づくり情報の提供、森林とのふれあいの機会を充実

○道民の森の維持運営

○季節情報誌の発行等　R7：17ヶ所（毎年度同様）

○森林とふれあうプログラムの提供　R7：350回（R6：552回）
比較的

順調

(38) 主権者教育の推進 ○高等学校教育課程編成・実施の手引への事例掲載及び教育課程研究協議会等を通じた制度・取組の理解促進 ー 順調

(39) 消費者教育の推進
○高等学校教育課程編成・実施の手引への事例掲載及び教育課程研究協議会等を通じた制度や取組の理解促進

○若年者の消費者被害防止に向けた情報提供及び注意喚起の推進

○若年者の消費者被害防止に向けた情報提供

　R7：課ホームページ「～18歳から大人～若年消費者のための特設ページ」において、消費者トラブル事例や対処法等の情報提供を

　　　５回実施

順調

(40) キャリア教育等の推進

○産学官連携による高校生の体験的な学習活動の推進及び望ましい勤労観・職業観の育成

○インターンシップの推進や就職支援体制の充実による生徒の職業意識向上及び就職対策の強化

○道立高校（全日制）におけるインターンシップ等への参加状況

　R7；調査中（R6：15,275人）

○３年間で１回でも体験的な学習活動を行った生徒

　R7：15,262人

順調

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

多様な遊び

や体験、活

躍できる機

会づくり

○家庭教育支援等を通じて望ましい生活・学習習慣の定着

を図るとともに、学校・地域が連携した多様な体験機会の

提供を推進する。

⑪

18歳成年に

伴う主権者

教育等の充

実とキャリ

ア教育の推

進

高等学校教育課程編成・実施の手引への事例掲載及び教育

課程研究協議会等を通じた制度や取組への理解を促進する

とともに、若年者の消費者被害防止に向けた継続的な情報

提供や、高校生の体験的な学習活動・インターンシップへ

の参加機会の確保・充実を図る必要がある。

高等学校教育課程編成・実施の手引への事例掲載及び教育

課程研究協議会等を通じた制度や取組の一層の理解促進を

図るとともに、関係機関と連携しながら、若年者への消費

者教育や注意喚起を継続して実施する。また、産学官連携

による体験的な学習活動やインターンシップを推進し、生

徒の勤労観・職業観の育成及び職業意識の向上を図る。

⑨

こどもの誕

生前から幼

児期までの

こどもの成

⾧の保障と

遊びの充実

○認定こども園や地域における子育て支援体制等の整備が

着実に進み、「こども誰でも通園制度」の導入支援など多

様なサービスの拡充が図られている。

○一方で、これら多様な保育サービスを支える保育士等の

人材確保については、子育て支援員や保育補助者等により

対応している状況であり、根本的な人材不足の解消や職場

定着が依然として大きな課題となっている。

○多様化する保育ニーズや「こども誰でも通園制度」の円

滑な実施に向け、市町村や事業者と連携し、施設整備や地

域型保育事業の拡充を引き続き進める。

○保育人材の確保・定着に向けては、関係団体や市町村と

連携しながら、①養成校入学者の増、②保育士としての就

職・再就職の促進、③保育士としての職場定着に関する取

組を進める。

⑩

○地域のニーズに応じた児童厚生施設等の整備や自然体

験・文化活動等の機会提供は比較的順調に進んでおり、事

例発表会・パネル展や情報誌の発行等の取組により意識醸

成に取り組んでいる。

○一方、朝食の欠食や読書活動の推進状況に一部努力を要

しており、基本的生活習慣の定着に向けた家庭・地域への

啓発が課題となっている。



定性評価 定量評価

基本

方針
施策の方向性 具体的な取組

取組実績（主なもの）
課題

自己

評価
今後の方向性

(41) 地域特性を活かした魅力ある教育

環境の整備

○BRIDGE構築事業による探究的な学びや社会と結び付いた学習活動の推進

○高校再編に伴う通学費等の経済的負担の軽減

○私立幼稚園の教育環境の維持・充実に向けた運営支援

○探究的な学びの推進

　R7：「Ezo探究」プロジェクト全道大会参加　36校114人（R6：29校104人）

○高校再編に伴う通学費等の支援

　R7：遠距離通学費等補助金15人（R6：17人）

○私立幼稚園への運営支援

　R7：私立幼稚園450園に対し管理運営費を補助

順調

(42) 家庭教育支援及び社会教育の推進

○企業との連携による家庭教育支援体制の充実及び家庭教育の推進

○家庭教育支援活動の実施及び家庭教育支援者の資質向上

○地域と学校の連携・協働による地域学校協働活動及びコミュニティ・スクールの推進

○ボランティアコーディネーターの養成及び福祉教育・ボランティア学習の推進

○道立青少年体験活動支援施設を活用した体験活動機会の充実

○生命（いのち）の安全教育及び性的マイノリティーに関する理解促進

○青少年の地域活動・社会参加活動の促進及び顕彰の実施

○企業との連携による家庭教育の推進

　R7：家庭教育を支援するための職場環境づくりに関する協定締結企業等2,993者（R6：2,990者）

○家庭教育支援活動及び支援者の資質向上

　R7：家庭教育支援オンライン懇談会１講座（28人参加）（R6：懇談会１講座（35人参加））

　　　 家庭教育支援者資質向上研修14会場（263人参加）（R6：331人参加）

○地域学校協働活動及びコミュニティ・スクールの推進

　R7：地域学校協働活動実施市町村86市町村、学校運営協議会設置校の割合89.5％（R6：81市町村、87.3％）

○ボランティア活動及び福祉教育の推進

　R7：ボランティア強化セミナー開催（８人参加）（R6：11人参加）

　　　 北海道福祉教育・ボランティア学習セミナー開催（84人参加）（R6：115人参加）

○青少年体験活動機会の充実

　R7：道立青少年体験活動支援施設６館の延べ利用者131,211人、主催事業107事業（3,428人参加）

　（R6：延べ利用者129,223人）

○生命の安全教育等に関する理解促進

　R7：全道生徒指導連絡協議会参加者211人（R6：209人）

○青少年の社会参加活動の促進

　R7：地域や職場で活躍する青少年10人・１団体を顕彰

比較的

順調

(43) 経済的負担の軽減

○平等で良質な教育・保育を受けることができる環境の整備に向けて、市町村の取組を補助

○幼児教育・保育の無償化などの国の制度の活用を促進し、多子世帯への保育料の負担軽減のため市町村の取組を補助

○乳幼児や小学生の医療費の自己負担を軽減するため、市町村の取組を補助

○多子世帯の保育料軽減支援事業実績

　R7：169市町村（R6：167市町村）

○乳幼児等医療給付事業の利用者数

　R7：256,926人（R6：279,841人）

順調

(44) 高校等の授業料支援、高等教育段

階の修学支援等経済的負担の軽減

○働きながら道内の公立高校の定時制又は通信制の課程に在学し、経済的理由により修学困難な者に対する学資金を貸

与

○臨時支援金等により、高等学校等における授業料に係る経済的負担の軽減に向けた取組を実施

○公立高等学校定時制課程及び通信制課程生徒学資金貸付金

　R7：55人（R6：48人）

○臨時支援金利用者数

　R7：16,949人
順調

(45) プレコンセプションケアを含む成

育医療等に関する相談支援等

○思春期保健ネットワーク会議を開催

○健康教育の実施

○女性の健康サポートセンターにおいて性と健康に関する相談等の実施

○プレコンサポーター養成講座受講の周知

○市町村保健師等を対象とした人材育成

〇思春期ネットワーク会議　R7：17回（203人）（R6：８回（315人））

〇健康教育　R7：9回（R6：14回）

○相談実績　R7：9,778件（R6：9,177件）

〇道内プレコンサポーター養成数　R7：基礎編264人、アドバンスト164人（R8.6.30　こども家庭庁HPより）

〇母子保健事業研修会開催数・受講者数

　R7：３回（9月114人、10月116人、117人　合計347人）

（R6：３回（9月129人、10月107人、108人　合計344人））

比較的

順調

(46) 妊娠・出産に関する情報提供

○思春期保健ネットワーク会議を開催

○健康教育を実施
〇思春期ネットワーク会議

　R7：17回（203人）（R6：８回（315人））

〇健康教育

　R7：9回（R6：14回）

比較的

順調

(47) こども家庭センターの設置促進

〇こども家庭センターの設置促進・機能強化のための研修会（ワークショップ等）の開催、訪問等による技術的助言を

実施

〇センター設置率の伸びが低調

〇研修

　R7：18回（延べ332機関494名参加）

〇訪問等支援

　R7：814回（延べ6,213機関9,842名）

一部に

努力を

要する

(48) 母子保健サービスの推進体制の整

備

○全道立保健所に設置している「女性の健康サポートセンター」において、女性特有の身体的特徴を踏まえ女性の健康

上の相談に応ずるとともに、健康保持や予防に関する普及啓発、不妊治療に関する専門相談を実施

○母体保護法第１５条による受胎調節実地指導員の指定を実施

○妊娠高血圧症候群に罹患している妊産婦に必要な援護をし、妊産婦の死亡や後遺障害、未熟児等の発生を予防

○分娩可能な産科医療機関がない市町村の妊産婦に対し、経済的負担や不安軽減のため、妊婦健診・出産のために要す

る交通費等を助成

○関係者のネットワーク会議や関係者研修を実施

○母体保護法第１５条による受胎調節実地指導員の指定を実施

○疾患の早期発見・早期治療のため、新生児マススクリーニング検査を実施

○「養育者支援保健・医療連携システム」により、支援が必要な家庭の早期把握と支援へのつなぎを実施

○相談実績　R7：9,778件（R6：9,177件）

○妊娠高血圧症候群等療養援護費　R7：０件（R6：０件）

○妊産婦安心出産支援事業実施市町村数　R7：110市町村（延べ1,997人）（R6：104市町村（延べ1,921人））

○母子保健事業研修会

　R7：３回（9月114人、10月116人、117人　合計347人）

（R6：３回（9月129人、10月107人、108人　合計344人））

○思春期保健ネットワーク研修　R7：17回（203人）（R6：８回（315人））

○受胎調節実地指導員指定実績　R7：12人（R6実績：14人）

○新生児マススクリーニング検査実施数　R7：既存26疾患分延べ11,845人、実証事業分延べ6,321人

○養育者支援保健・医療連携システム　R7　2,352件（R6　2,462件）

比較的

順調

(49) 相談体制等の整備

○全道立保健所に設置している「女性の健康サポートセンター」において、女性特有の身体的特徴を踏まえ女性の健康

上の相談に応ずるとともに、健康保持や予防に関する普及啓発、不妊治療に関する専門相談を実施

○関係者のネットワーク会議や関係者研修を実施

○にんしんSOSほっかいどうサポートセンターの事業実施

○相談実績

　Ｒ7：9,778件（R6：9,177件）

○母子保健事業研修会

　R7：３回（9月114人、10月116人、117人　合計347人）（R6：３回（9月129人、10月107人、108人　合計344人））

○思春期保健ネットワーク研修

　R7：17回（203人）（R6：８回（315人））

○妊娠SOS相談件数

　R7： 7,185件（R6：4,398件、Ｒ５：2,133件）

比較的

順調

(50) 産後ケア体制の充実
○助産師等空白地域における産後ケア支援事業を実施 ○産後ケア事業実施市町村

　R7　173市町村（R6　165市町村）
比較的

順調

(51) 周産期医療体制の整備

○ハイリスクな妊産婦や新生児に対して高度な医療を適切に提供するため、総合周産期母子医療センター及び地域周産

期母子医療センターの整備・運営支援等を通じ、全道における周産期医療体制の確保・充実に向けた取組を実施

○総合周産期母子医療センター等への補助実績

　R7：26ヵ所（R6：25ヶ所）

○助産師の実践能力向上のための研修会

　R7：７回（R6: ７回）

比較的

順調

(52) 不妊・不育治療等への支援

○不妊及び不育症に悩む夫婦からの相談に適切に対応

○医師や不妊治療経験者による相談会の開催や地域における課題検討により、ピアサポートによる相談体制を整備

○不妊専門相談センター相談件数

　R7：11回（R６：８件）

○道立保健所相談件数

　R7：2件　（R６：0件）

○助成件数

　R7：126件、延べ2,171名（R６：114件）

順調

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ ⑫

地域特性を

活かした多

様な教育機

会の提供

⑭

妊娠前から

妊娠期、出

産、幼児期

までの切れ

目ない保

健・医療の

確保

○地域の実情や社会の変化に対応した特色ある教育活動を

推進するとともに、探究的な学びの充実や、多様な教育

ニーズに応じた教育環境の整備を引き続き進める必要があ

る。

○地域や関係機関と連携しながら、探究的な学びや特色あ

る高校づくりを推進するとともに、高校再編に伴う経済的

負担の軽減や私立幼稚園への支援を通じて、子どもたちの

多様な学びを支える教育環境の充実に取り組む。

⑬

子育てや教

育に関する

経済的負担

の軽減

○市町村における多子世帯への保育料軽減支援事業は着実に増加し

ており、幼児教育・保育の無償化等の制度活用を含め、経済的負担

の軽減は進展している。

○また、学資金貸付金や臨時支援金等により、高等学校等の経済的

負担の軽減に向けた取組を実施しているが、物価高騰等の影響を受

ける子育て世帯に対し継続した支援の維持が課題となっている。

○各自治体が独自に医療費助成を実施していることから、財政状況

等の違いにより、地域間で格差が生じている。

○幼児教育・保育の無償化等の国の制度や道の各種支援制度につい

て、引き続き市町村と連携して事業を実施する。

○また、必要に応じて国に対する制度拡充や財源措置について継続

的に要望する。

○医療費助成については、全国知事会とも連携しながら、全国一律

の助成制度が創設されるよう、引き続き国に要望していく。

○各具体的な取組については、概ね比較的順調であるが、

中には進んでいない事業もある。

○プレコンセプションケアや妊娠・出産に関する正しい知

識の普及・啓発を引き続き推進する必要がある。

○地域において切れ目のない母子保健サービスを提供する

ため、市町村や医療機関等の関係機関との連携強化や人材

育成が必要である。

○地域による周産期医療や母子保健サービスの提供体制の

差を踏まえ、安心して妊娠・出産・子育てができる環境整

備を進める必要がある。

○プレコンセプションケアや思春期保健に関する普及啓

発、相談支援を充実するとともに、妊娠前から妊娠・出

産・子育て期までの切れ目ない支援を推進する。

○こども家庭センターや女性の健康サポートセンター等を

中心に、市町村や医療機関等との連携を強化し、地域の相

談・支援体制の充実を図る。

○周産期医療体制や産後ケア、母子保健サービスの充実を

進め、地域の実情に応じた支援体制の確保に取り組む。



定性評価 定量評価

基本

方針
施策の方向性 具体的な取組

取組実績（主なもの）
課題

自己

評価
今後の方向性

(53) 小児医療の提供体制の整備

○入院医療や小児の在宅医療を担う医療機関を整備するため、二次医療圏ごとに小児医療の中核的な役割を担う医療機

関を選定

○輪番方式の導入による小児二次救急医療体制を確保

○小児救急電話相談事業を実施

○高度・専門医療機関で治療を受けた小児患者のうち、継続した医学的管理が必要であり、固定翼機以外での代替搬送

が難しい小児患者を対象に、地域の医療機関へ固定翼機によるバックトランスファー（戻り搬送）を実施

○選定状況

　R7：21の二次医療圏のうち20圏域で選定（北海道小児地域医療センター、小児地域支援病院）

（R6：21の二次医療圏のうち20圏域で選定（北海道小児地域医療センター、小児地域支援病院））

○小児救急医療提供体制の整備実績　R7：21ヶ所（R6：21ヶ所）

○相談件数　R7：15,355件（R6：14,914件）

○搬送件数　R7：5件（R6：3件）

順調

(54) 慢性疾患を抱えるこども・若者へ

の支援

○治療が⾧期化し、高額な医療費負担となる小児慢性特定疾病児童等の保護者に対する医療費を助成

○「移行期医療支援センター」を設置し、配置されたコーディネーターによる相談対応の他、研修会の開催等を行い、

移行期医療の普及啓発を実施

○受給者数

　R7年度(R8.3末現在)：1,949人 順調

(55) 学童期・思春期から成人期に向け

た保健対策の充実

○思春期保健ネットワーク会議を開催

○関係者のネットワーク会議や関係者研修を実施

○全道立保健所に設置している「女性の健康サポートセンター」において、女性特有の身体的特徴を踏まえ女性の健康

上の相談に応ずるとともに、健康保持や予防に関する普及啓発、不妊治療に関する専門相談を実施

○ネットワーク会議開催実績　R7：17回（203人）（R6：８回（315人））

○母子保健事業研修会

　R7：3回（9月114人、10月116人、117人　合計347人）

（R6：3回（9月129人、10月107人、108人　合計344人））

○思春期保健ネットワーク研修　R7：17回（203人）（R6：８回（315人））

○相談実績　R7：9778件（R6：9,177件）

比較的

順調

○全道の自立相談支援機関の連絡窓口や事業内容の周知を実施また、年末年始の相談窓口の開設状況などに関

する情報提供を行った

〇全道の福祉事務所において、生活保護を必要とする方への相談支援を実施

〇各総合振興局・振興局及び各市に母子・父子自立支援員を配置し、相談支援を実施

○ひとり親支援施策をまとめたパンフレットを全道の公立の小・中・高・養護学校、市町村、ハローワーク等に配付

　R7：21,000部

〇新規相談受付件数

　R7：11,651件（R6：12,317件）

〇母子・父子自立支援員による相談受付件数

　R7：14,700件（R6：14,265件）

〇困難に直面する子どもが身近な居場所から支援につながるよう、こども食堂などの運営者等を対象とした研

修・交流会を開催

〇居場所の運営者を対象とした研修交流会の開催実績

 　R7：6箇所（根室、宗谷、渡島、オホーツク、留萌、胆振）

 （R6：6箇所（後志、日高、空知、釧路、上川、石狩））

○学校において子どもや保護者に対する相談支援を充実するため、スクールカウンセラーの配置を推進 ○スクールソーシャルワーカーの配置

　R7：45市町村へ配置、道教委で17人任用（R6：43市町村へ配置、道教委で16人任用）

○スクールカウンセラーの配置

　R7：1,291校（小学校648　中学校395　義務教育学校27　中等教育学校1　高校185　特別支援35）

（R6：1,299校（小学校660　中学校400　義務教育学校24　中等教育学校1　高校186　特別支援28））

○就学支援金などの周知に努め、高等学校等における授業料に係る経済的負担の軽減 ○利用者数

　R7：67,285人（R6：67,115人）

○高等学校等に通う低所得者世帯に対し、授業料以外の教育費を支援するなど、経済的負担の軽減 ○高等学校等に通う低所得者世帯の高校生等への奨学のための給付金支給件数（公立分）

　R7： 8,272件（R6：10,987件）

○私立学校等修学支援事業の給付件数

　R7：4,216件（R6：5,432件）

○　放課後や週末等に学校の余裕教室等を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、

地域住民の参画を得て、学習や様々な体験・交流活動の機会の提供及び地域と学校が連携・協働して行う多様

な活動を支援するために補助を実施

○　土曜日等の教育活動充実のため、地域･民間企業･団体等多様な経験や技能を持つ外部人材等の参画によ

り、特色･魅力ある教育プログラムを企画･実施する市町村へ補助

〇地域学校協働活動への補助

　R7：86市町村（R6：81市町村）

〇放課後子供教室への補助

　R7：60市町村（R6：61市町村）

○土曜日等の教育支援活動への補助

　R7：12市町村（R6：10市町村）

○公益財団法人北海道奨学会に対し、奨学金等貸付事業の実施に係る経費等を助成 〇貸付実績

　R7：1,144人

〇予期しない妊娠などに悩む方々の不安や悩みを軽減するため、相談できる体制を整備し、支援を行った

〇各母子家庭等就業・自立支援センターにおいて、弁護士相談を実施し、地域生活や養育費などの金銭面な

ど、総合的な相談支援を実施

〇にんしんSOSほっかいどうサポートセンターの相談件数

　R7：7,185件（R6：：4,389件）

〇母子家庭等就業・自立支援センターにおける相談対応

　・相談人数（延）R7：2,776人（R6：2,736人）

　・弁護士相談の利用人数（延）R7：177人（R6：167人）

〇各総合振興局・振興局及び各市に母子・父子自立支援員を配置し、相談支援を実施 〇母子・父子自立支援員による相談受付件数

　R7：14,700件（R6：14,265件）

(59) 保護者に対する就労支援

〇母子家庭等就業自立支援センターに就業促進員・就業相談員を配置し、就業に関する相談や自立支援プログラムの策

定のほか、地域生活に関する相談支援、弁護士による法律相談など、総合的な支援を実施

〇ひとり親家庭の親の雇用の安定や就職の促進を図るため、職業能力開発のための講座の受講を支援

〇高等職業訓練促進給付金を給付し、看護師、保育士等の経済的自立に有効な資格取得の支援

〇生活困窮者からの自立に関する相談に応じ、必要な情報提供や助言、就労支援を実施

○母子家庭等就業・自立支援センターにおける相談件数

　R7：2,776件（R6：2,736件）

〇母子家庭等就業・自立支援センターにおける自立支援プログラムの策定件数

　R7：106件（R6：102件）

〇自立支援給付金の支給件数

　R7：３件（R6：12件）

〇高等職業訓練給付金の支給件数

　R7：39件（R6：30件）

〇新規相談件数

　R7：13,526件（R6：12,317件）

比較的

順調

○求人情報提供サイトが増え、簡単に情報が集まる一方、

ミスマッチによる早期離職にもつながりやすくなってい

る。

○福祉部門・労働部門が連携し、個別ニーズに応じた支援

をうほか、経済的自立に有効な資格取得支援に取り組む。

〇児童手当の支給

〇児童扶養手当の支給

〇子育て家庭・ひとり親家庭の経済的な負担につながる医療費の軽減を図るため、医療給付事業による経済的

支援支援

〇児童手当の受給者数

　R7：集計中（R6：346,273人）

○児童扶養手当の受給者数

　R7：集計中（R6：40,981人）

〇乳幼児等医療給付事業の総受診数

　R7：2,887,196件（R6：3,280,498件）

〇ひとり親家庭当医療給付事業の総受診数

　R7：725,078件（R6：782,055件）

〇母子家庭等就業・自立支援センターにおいて、弁護士による養育費の確保や負債に関する法律相談を実施 〇母子家庭等就業・自立支援センターにおける相談対応

　弁護士相談の利用人数（延）R7：177人（R6：167人）

(61) ひとり親家庭等への支援

〇母子家庭等就業自立支援センターに就業促進員・就業相談員を配置し、就業に関する相談や自立支援プログ

ラムの策定のほか、地域生活に関する相談支援、弁護士による法律相談など、総合的な支援を実施

○母子家庭等就業・自立支援センターにおける相談支援の実施状況

　・相談人数（延）R7：2,776人（R6：2,736人）

　・自立支援プログラムの策定件数　R7：106件（R6：102件）

　・弁護士相談の利用人数（延）R7：177人（R6：167人）
比較的

順調

○ひとり親やそのこどもの生活の維持・安定のため、就業

や家計等、個々の状況に応じた様々な支援を行っていく必

要がある。

○生活面や経済面、教育面への支援など、適切な支援を提

供できるよう、振興局や市に配置されている母子・父子自

立支援員や母子家庭等就業・自立支援センターにおける相

談対応スキルや機能の向上、ハローワークなどの関係機関

との連携を図っていく。

Ⅲ

Ⅳ

こどもや若

者への切れ

目のない保

健・医療の

提供

○各具体的な取組については、概ね比較的順調である。

○引き続き、ライフステージに応じた保健・医療・福祉・

教育が連携した切れ目のない支援体制や、医療的ケア児や

慢性疾患を抱えるこども、発達に特性のあるこどもなど、

多様なニーズに応じた支援体制の構築に取り組む必要があ

る。

○思春期の健康づくりや心の健康、性と生殖に関する健康

教育・相談支援を引き続き推進する必要がある。

○市町村、医療機関、教育機関、福祉関係機関等との連携

を強化し、ライフステージに応じた切れ目のない保健・医

療・相談支援体制の充実を図る。

○医療的ケア児や慢性疾病児等への支援体制を充実すると

ともに、小児期から成人期への移行期医療（トランジショ

ン支援）を推進する。

○思春期保健やプレコンセプションケアの普及啓発を進

め、こども・若者の健康づくりを支援する。

(60) 経済的支援
比較的

順調

(58) 生活支援

⑯

(56) 相談支援

(57) 教育支援

○個別ニーズに応じた総合的な相談支援が行えるよう、母

子家庭等就業自立支援センターの相談員や振興局・各市に

配置する母子父子自立支援員の資質向上を図る。

○引き続き、無料弁護士相談を実施し、特に養育費確保等

に向けて法律相談の機会を確保する。

○経済状況が子どもの進学や将来の選択に影響する可能性

があるため、貧困の連鎖を防ぎ、日々の生活を安定させる

ため、個々の状況に合わせて様々な支援を適切に組み合わ

せた支援が必要となる。

比較的

順調

○支援を必要とする子どもや保護者の把握が難しい。ま

た、「貧困」や「ひとり親」に対する差別や偏見から、相

談支援につながりづらい。

○支援が広く行き渡るよう、相談窓口や活用できる制度の

周知を行う必要がある。

○子どもの貧困における様々な課題に対して適切な支援に

つながるよう、支援員の対応スキルや知見の維持・向上を

図る必要がある。

○引き続き、児童扶養手当の申請や現況届提出の機会の活

用や学校へのパンフレットの配付などにより、教育支援や

就労支援などの活用できる支援策を広く具体的に周知し、

相談支援へとつなげていく。

○各振興局や各市に配置されている母子・父子自立支援員

を対象とした研修会を開催するなど、相談員の資質向上を

図る。

順調

○貧困の次世代への連鎖を防ぐため、進学を希望する子ど

もの進学機会の確保が必要。

○進学をためらうことがないよう、積極的に制度の周知を

行う必要がある。

○保護者・団体への各種補助施策を実施することにより、

経済的な理由により修学が困難な生徒等に対して支援を行

う。

○給付型奨学金の利用を促し、経済的負担の軽減を図るな

ど、家庭の経済状況等にかかわらず、子どもが自分の将来

等を自ら選択できるよう、支援制度の周知や相談機能の充

実に努める。

比較的

順調

○貧困の状況にある子どもや子育て当事者が直面する困難

な課題は、衣食住に関わる経済面や学習体験、安心して過

ごせる居場所の確保などの環境面、社会的孤立などが考え

られ、こうした課題の解消や改善のためには、個々の課題

に応じた適切な支援につながるよう相談支援機能の充実強

化が必要となる。

○引き続き、児童扶養手当の申請や現況届提出の機会の活

用や学校へのパンフレットの配付などにより、教育支援や

就労支援などの活用できる支援策を広く具体的に周知し、

相談支援へとつなげていく。

○各振興局や各市に配置されている母子・父子自立支援員

を対象とした研修会を開催するなど、相談員の資質向上を

図る。

⑮



定性評価 定量評価

基本

方針
施策の方向性 具体的な取組

取組実績（主なもの）
課題

自己

評価
今後の方向性

(62) 障がいの有無にかかわらず安心し

てともに暮らすことのできる地域づく

り

○特別児童扶養手当等の経済的支援を行うとともに、こどもと家族に寄り添いながら個々の特性や状況に応じた質の高い支援の提供

○市町村において実施が困難な専門的支援について、子ども総合医療・療育センターや旭川子ども総合療育センター等が広域的に実

施するとともに、圏域内の関係機関等に対する研修や情報交換等の機会を通して、地域の人材育成等を推進し、支援体制の充実

○ 障害児入所施設に入所しているこどもが 18 歳以降、環境を円滑に移行できるように、移行調整に係る協議の場の設置

○児童発達支援センターの設置を推進するほか、施設基準を満たせずに同センターを設置できない場合には、保育所等訪問支援、障

害児相談支援等の指定を受け児童発達支援センターと同等の機能を有する市町村中核子ども発達支援センターの整備を促進

○児童発達支援センター等が保育所等の育ちの場での支援に協力できるような体制を構築することにより、障がいのあるこどもの地

域社会への参加・包容の推進を図るとともに、保育所等訪問支援による、障がいのないこどもとの集団生活への適応、障がいのある

こども本人への支援や訪問先施設等の職員に対する支援 方法等の指導等

○ 難聴児及びその家族が、身近な地域において適切な相談支援及び療育を受けることができるよう、難聴児支援のための中核的機能

を有する体制の確保

○北海道医療的ケア児等支援センターが中心となり、医療的ケアが必要なこどもを持つ家族や関係機関から相談に対応するほか、支

援を総合的に調整する医療的ケア児等コーディネーターを養成するなど、支援体制の充実

○医療的ケアを必要とするこどもへの支援の充実を図るため、各圏域、各市町村における協議の場の設置を進めるなど、地域や関係

機関における連携体制の構築

○重症心身障がいや医療的ケアの必要な在宅の障がいのあるこどもの家族の休息（レスパイト）の確保など、地域生活を支援する体

制の充実に努めるとともに、できるだけ身近な地域において必要なサービスが受けられるよう、短期入所等のサービス 提供を行う事

業所の増加に向けた取組

○障がいのあるこどもの きょうだいの支援も重要であることから、きょうだい支援の活動をしている団体等と連携した心の支援の取

組

○健康診査の充実など、発達の遅れや障がいの可能な限り早期の発見に努めるとともに、早期支援へつなげるため、子育てをする親

の思いに寄り添いながら、支援という視点を大切に乳幼児健康診査の充実に努めるなど、市町村における母子保健活動を支援

○市町村で保健・福祉・教育等との連携を促進するため、総合振興局・振興局が行う発達支援に関わる関係職員の研修と教育局が行

う特別支援教育に関わるセミナーを合同で開催するなどし、関係機関における情報の共有化

○特別児童扶養手当支給事務

・ 受給者 8,121 人（道所管分）（令和８年３月31 日時点）

○道立施設専門支援事業

・ 基礎研修 59(延べ63）市町村（対象児童 150 人）

・ 専門研修 11 市町村（対象児童 682 人）

○ 個別協議による移行調整 ２回）

○地域障害児支援体制強化事業

・ 児童発達支援センター等の機能強化 10 市町村

・ 地域のこども達の集まる様々な場におけるインクルージョンの推進 ２市町村

・ 母子保健分野等との連携による

「気づき」の段階からの早期の発達支援の推進 ４市町村

・ 巡回支援の実施 39 市町村

○ 難聴児派遣研修事業

・ 別療育研修 20 市町村

・ 事業所養成研修 20 市町村

○医療的ケア児等支援センター運営実績

・ 相談対応 621 件

・ コーディネータ養成 69 人

○ コーディネーターの配置 101 市町村

○ 協議の場の設置 113 市町村

○ 医療的ケア児等総合支援事業補助実績 13,440 千円（15 市町）

○ 医療的ケア支援事業補助実績 1,235 千円（２市）

○ 協議会の開催 １回

○ 実態調査の実施

○母子保健事業研修会 ３回

（9 月114 人、10 月116 人、117 人 合計347 人）

○ 発達支援関係職員実践研修 14 振興局

比較的

順調

(63) 障がいのあるこども・若者の学び

の充実

○障がいの特性に応じた指導やＩＣＴ（情報通信技術）を活用した指導等を効果的に行うための施設設備の整備や、医

療的ケアに対応するための看護師の配置など、教育環境の整備

○学校卒業後の学習活動を推進するため、関係機関との連携により学習機会の充実

○医療的ケアを必要とする児童が在籍する道立特別支援学校に対し、非常勤看護師配置することで医療的ケア実施体制を整備

　※ 道立特別支援学校25 校に非常勤看護師69 名を配置

○ 宿泊を伴う校外学習に医療的ケア児が参加する学校に対し、看護師を配置する予算を配当し、11 校の校外学習において保護者の付添

いの負担軽減に寄与

○オンデマンド教材の配信

    計37 本（国､算､英､社）

○ 地域コンソーシアム会議の開催 ３回共に学び、生きる共生社会コンファレンスin 北海道の開催

      会場：函館市、参加者182 名

○ 道民カレッジ

     インターネット講座（配信） ３講座　・ 学習支援プログラム「まなびカフェ」４会場各３回

順調

○法令に基づき児童相談所に児童福祉司、児童心理司、一時保護職員等を配置するとともに、カウンセリング医や弁護

士を配置

◯ 児童相談所全８カ所（２分室）

　R7：児童福祉司155名、児童心理司72名、一時保護所職員名、カウンセリング医13名、弁護士10名配置

○児童虐待対応件数の増加が続く中、職務内容の複雑困難度が高まり、職

員に求められる専門性も高くなっている。

○専門職員の確保に努めるとともに、研修制度の充実により、職員の資質

向上を図るなど、体制強化を進めていく。

○中央児童相談所等が児童相談所職員に対して児童相談対応力向上の研修会を開催し、児童相談体制の強化 ○研修会開催

　R7：45回（延べ741名参加）

○専門的な知識と技術が求められることから、継続的な人材育成が求めら

れる。

○引き続き実践的なカリキュラムに基づく研修を通じ、児童相談対応力向

上に努める。

◯ 各児童相談所が市町村職員に対して、児童相談対応力向上のための研修会を開催 ○研修会開催

　R7：18回（延べ332機関494名参加）（R6：22回（延べ442機関689名参加））

○人事異動で担当者が入れ替わるたびに知見が引き継がれず、蓄積されに

くい。

○職員の経験年数毎や地域の実情に合わせた研修を提案していく。

○各児童相談所と保健所が市町村の要保護児童対策地域協議会に参画し、技術的な支援 ○訪問等支援

　R7：1,142回（延べ8,289機関13,562名参加）（R6：1,036回（延べ7,412機関12,619名参加））

○市町村の要保護児童対策地域協議会の取組みに差がある。 ○訪問等による直接支援とグループワーク等の実践的な研修を組み合わせ

ながら、機能強化を図っていく。

◯ 各児童相談所が児童虐待の未然防止や早期発見・早期解決のため、要保護児童対策連絡協議会を設置し、関係機関相

互の情報交換や協議

○連絡協議会

　R7：8回開催

◯地域の実情に応じたテーマの議題化が求められる。 ◯ 引き続き地域の関係機関のヒアリングを行いながら、地域の実情に合わ

せた会議を開催する。

○虐待通告事案について、関係機関である児童相談所・警察・要保護児童対策地域協議会で全件情報共有 ○地域協議会

　R7：全件共有

○虐待のリスクに応じて情報共有のスピードが感が求められる。 ○引き続き地域において、こどもやその家族に対する見守りや適切な支援

が行われるよう、情報共有を徹底していく。

○SNS相談事業「ほっかいどう親子のための相談LINE」事業を展開 ○相談件数

　R7：938件（R6：828件）

○相談件数は増加傾向にあるが、SNSの性質上、一定の認知度を維持する

必要があり、継続的な普及啓発の求められる。

○R8年度から学校教育現場のDX化等に伴い、リーフレットを電子媒体に

より周知することとし、効率的かつ効果的に、こどものみならず、保護者

等の目に触れる機会につながるものとした。

従前のカード配布に加え、新たにステッカーを各教育機関へ配布すること

とし、こどもたちが利用する教室やお手洗いのほか、保健室など、相談し

たいと思った際に、目の届きやすい場所に貼付できるよう関係機関へ協力

を依頼する。

○１１月「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーン」とし、１０月から１１月にかけて児童虐待防止のための

広報・啓発活動

　通年で道のホームページやＳＮＳに児童相談所虐待対応ダイヤル「１８９」の周知

◯道内4分ブロック(道南・道央・道北・道東)での児童虐待防止講演会を開催するとともに、札幌駅前での街頭啓発を行なった ○児童虐待件数は依然として高い水準にあり、継続的な普及啓発が求めら

れる。

○引き続き普及啓発活動を継続する。

○こども家庭センターの設置促進・機能強化のための研修会（ワークショップ等）の開催、訪問等による技術的助言 ○研修

　R7：18回（延べ332機関494名参加）

○訪問等支援

　R7：814回（延べ6,213機関9,842名）

○こども家庭センター設置状況

　R7：118市町村（設置率65.9％）

○センターの設置率の伸びが低調である。

○機能強化を推進するにあたり、児相によってバラツキが生じており、道

としての方針の共有が必要である。

○未設置の市町村では、「人的資源の不足」や「庁舎内での連携および調

整に時間がかかる」などの理由を挙げているため、人員要件緩和の周知も

含め、個別にセンター設置への働きかけを行う。

○市町村等地域関係者の支援力強化に係る技術援助等を継続し、設置後の

課題となり得るサポートプランの作成方法や、その意義・効果について情

報発信を行うとともに、市町村のニーズを把握し、センター機能強化を支

援していく。

○社会的養護の子どもに対して、権利擁護の観点から児童相談所職員が定期的に意見聴取を行うとともに、全員に子ど

もの権利ノートを手交

○児童相談所の一時保護所や児童養護施設等に意見表明支援員を派遣

○派遣回数 194回

　R7：児童相談所一時保護所185回、それ以外の施設等9回

○制度説明面接児童数 383人

　R7：児童相談所一時保護所235人、それ以外の施設等148人

○児童相談所一時保護所には、定期的に意見表明支援員を派遣している

が、その他の児童養護施設等については、希望があった場合に随時、派遣

することとしており、現状、児童養護施設等への派遣回数は低調となって

いる。

○施設に対して、直接意見しづらい子どものために「こども施策審議会」

を設置しているものの、こちらについては、現状、意見申立ての実績はな

いことから、さらなる制度周知が必要である。

○引き続き児童養護施設等に係る関係団体に対して、本事業の説明会を開

催する等、協力依頼を行う。

○施設入所・里親委託時、子どもに対して手交する「子どもの権利ノー

ト」を改正し、本事業と「こども施策審議会」について追加するととも

に、ハガキ等で子どもが直接意見表明できる仕組みを拡充する。

○各児童相談所の所管区域ごとに児童家庭支援センターを設置し、地域に密着した相談支援体制を強化

○施設退所後間もない児童など、継続的な指導措置が必要な児童及びその家庭について、児童相談所から指導措置を受

託して指導を実施

○市町村の求めに応じた技術的助言等、必要な援助を実施

○児童家庭支援センターの設置数

　R7：道８か所、札幌市６か所

○児童家庭支援センターの相談対応件数

　R7：9,030件（道）

○求めに応じ支援を行った市町村数

　R7：42市町村（道）

○指導委託件数

　R7：29件（道）

○児童家庭支援センターは、身近な専門的相談支援機関としての役割や家

庭支援事業等の委託先として期待されており、体制強化が望まれている。

○児童家庭支援センターに求められる機能や役割について地域のニーズを

把握し、必要な支援を検討する。

(65) 社会的養護を必要とするこども・

若者に対する支援

○里親制度普及促進事業、里親委託推進・支援等事業の実施により、里親の養成や養育を支援する体制を整備

○施設における専門職等の配置に対する措置費を支弁

○措置延⾧や児童自立生活援助事業の実施により、児童の自立支援を強化

○社会的養護自立支援拠点の実施により、社会的養護経験者等の自立に向け支援

○里親等委託率（札幌市を含む）

　R7：集計中（R6：３歳未満65.1%、３歳～就学前 58.2%、学童期33.2%）

○里親支援センター

　R7：道１か所（旭川市内）、札幌市１か所

一部に

努力を

要する

(66) ヤングケアラーへの支援

○研修の実施によりヤングケアラー支援体制を強化

○市町村ヤングケアラー相談窓口の調査、公表により、相談窓口を明確化

○ヤングケアラーコーディネーターを配置し、教育と福祉の連携等を強化

○オンラインサロンやヤングケアラーカフェを開催し、当事者間の交流の場を提供

○ヤングケアラー支援に関する研修の受講者数（道）

　R7：1,150名
順調

Ⅳ

Ⅳ ⑰

障がい児支

援・医療的

ケア児等へ

の支援

○申請漏れ等を防ぐよう、制度について広く住民に周知する必要がある。

○市町村職員の異動等を背景として、地域における専門的支援の定着化に課題が

ある。

○前回調査時（令和７年４月１日時点）から、引き続き移行調整を継続している

方が存在する。

○児童発達支援センター等が設置されていない８圏域はもとより、センター等が

設置されている圏域においても、支援体制の充実を図る必要がある。

○本道の広域性に応じた連携体制の構築や専門的人材の確保、保護者への効果的

な支援等に関して課題がある。

○医療的ケア児が所在しない市町村はもとより、医療的ケア児が所在する一部の

市町村において、協議の場の設置及びコーディネーターの配置が進んでいない。

○重症心身障がい児を対象とする福祉サービス事業については、処遇の困難性に

配慮した報酬単価等の更なる引き上げる必要がある。また、国の事業を活用し、

市町村が取り組む自宅や公共施設でのレスパイト事業や、障害児通所事業所等に

おいて新たに重症心身障害児等を受け入れる場合に必要な酸素ボンベ等の設備や

備品の購入に対する補助を行っているが、活用実績が一部の市町村にとどまって

いる。

○現在、道内では、重篤な疾病や重い障がいを抱える子どもとそのご家族が療養

中の精神的・経済的負担を軽減できるよう、民間支援団体が各地域において特色

ある活動を実施しているが、緩和ケア等を必要とする子どもが全道どこにいても

支援を受けられる体制づくりが求められる。

○限られた人材の中で必要な支援が実践できるよう、各自治体の母子保健に係る

保健師等の知識やスキルを習得する機会を提供することは必要。

○地域における子どもの発達支援の推進に向け、連携体制の充実を図る必要があ

る。

○宿泊を伴う校外学習への看護師配置の予算を配当した学校のうち７校は、人的

な確保間に合わなかったほか、保護者の不安が大きく同意が得られなかったた

め、看護師を配置せずに従来どおり保護者の付添いが継続している状況がある。

○これまでの取組を通し、障害者の生涯学習推進に一定の成果を得た一方、地域

による差や支援人材の確保、共に学ぶ機会の充実、学校卒業後の学びへの円滑な

接続のほか、行政間や他分野との役割の認識の違いによる知見共有が不十分であ

るという課題がある。

○制度の対象となる可能性のある方に広く周知されるよう、住民への丁寧な案内

について市町村に助言していく。

○専門的支援に関する知識や技術の継続的な定着が図られるよう、より効果的な

研修の実施方法等について検討する。

定期的に移行状況を把握しつつ、適時、個別協議を開催するなど、入所児童の円

滑な移行に取り組む。

○複数市町村による広域設置等の先行事例や児童発達支援センター以外の事業所

を中心とする面的整備に係る情報の共有を図るなど、地域の実情に応じた支援体

制の整備を促進する。北海道難聴児支援推進協議会等の場で議論を重ね、難聴児

支援に係る中核的機能の確保に向けて着実に検討を進める。

○医療的ケア児等のニーズや地域の実情の把握に努め、必要に応じて既存の協議

会の活用や近隣市町村との共同設置など協議の場の設置を促すとともに、コー

ディネータに協議の場に参画してもらうなど、市町村と連携しつつ、支援の取組

を推進する。

重症心身障がい児を対象とする福祉サービス事業について、報酬単価や診療報酬

の更なる増額の見直しを図るよう、引き続き、国に要望する。

道の補助事業の積極的な活用に向けて、先行自治体の導入事例を紹介するなど補

助事業の活用を促進する。

○調査結果を踏まえ、医療・福祉関係団体などが参画する協議会の意見を伺いな

がら、各地域において特色ある活動の充実が図られるよう、民間との協働による

支援方策を検討する。病気や障がいとともに生きる子どもたちとそのご家族への

支援に向けた普及啓発事業を実施し、支援体制の強化を図る。

○近年の母子保健を取り巻く様々な現状･課題や、国の動向も把握しながら、支援

にかかる基本的な知識を振り返り、知識やスキルを習得する機会は必要であり、

今後も継続して実施していく。

○引き続き、保健・福祉・教育等、関係機関の一層の連携に向けて取り組む。

○各学校において、委託契約に向けた早期からの事務手続きの着手や医療的ケア

児の自立と社会参加に向けた学習活動の充実の観点から付添いの在り方を保護者

と検討することが促進されるよう、今年度の宿泊を伴う校外学習への看護師配置

の実践事例を周知し、取組の充実を図る。

○障がいの有無にかかわらず誰もが参加できるインクルーシブな学び合いの場づ

くりを支援するとともに、人材の育成を進め、地域が主体となって障がい者の学

びを支える持続的な体制を構築していく。

道民カレッジについては、引き続き、多様なニーズに応じた学びの機会の充実を

図る。

⑱

児童虐待防

止対策と社

会的養護の

推進及びヤ

ングケア

ラーへの支

援

比較的

順調

○里親支援に係る関係者による里親支援センター運営協議会の開催のほ

か、本審議会や地域で活動する里親の方々から御意見等を伺いながら、里

親支援のあり方の検討を進める。

○市町村をはじめ、学校などの教育現場や医療、介護などの関係機関が連

携して対応できるよう、ヤングケアラーコーディネーターによる学校訪問

や関係職員向けの研修を実施する。

○家庭養育優先原則に基づく里親やファミリーホームへの委託の推進が必

要。

○里親支援センターの設置効果や課題を検証し、全道への展開方法を含め

た里親支援のあり方の検討を進める必要。

○R７年度に実施したヤングケアラー実態調査結果からは、相談窓口に関

する児童生徒の認知度等が十分ではない状況にある。

○若年層に対する情報発信の強化や、学校と連携をしたヤングケアラー相

談体制の一層の周知が必要。

(64) 総合的な児童虐待防止対策の推進



定性評価 定量評価

基本

方針
施策の方向性 具体的な取組

取組実績（主なもの）
課題

自己

評価
今後の方向性

(67) こども・若者の自殺対策の推進

○ネットパトロール等によるネットいじめや犯罪被害の未然防止及び早期対応の推進

○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の配置による教育相談体制の充実及びいじめ・不登校等への

早期対応の推進

○モデル地域・モデル校におけるいじめ未然防止・自殺予防教育の実践及び成果の普及

○ネットいじめ等への未然防止・早期対応

　Ｒ７：ネットパトロール講習会１回（116人）（R６：講習会１回（206人））

　　　　子どもたちをネットトラブルから守るための保護者講習会16回(716人)(Ｒ６：16回(1,016人))

○教育相談体制の充実

　Ｒ７：スクールカウンセラー1,291校配置（Ｒ６：1,299校配置）

　　　　スクールソーシャルワーカー45市町村配置・17人任用（Ｒ６：43市町村配置・16人任用）

　　　　スクールカウンセラー連絡協議会１回開催（Ｒ６：１回開催）

　　　　教育相談員セミナー４か所開催（Ｒ６：４か所開催）

　　　　スクールソーシャルワーカー連絡協議会２回開催（Ｒ６：２回開催）

○いじめ未然防止・自殺予防教育の推進

　Ｒ７：自殺予防教育プログラム実践モデル地域２地域（小学校２校、中学校２校、高校１校）

　　　　　モデル校１校（高校）で実施（Ｒ６：モデル校３校（高校）で実施）

順調

(68) こども・若者の非行や犯罪を防ぐ

環境づくり

○スクールカウンセラーの配置による児童生徒への教育相談体制の充実及びいじめ・不登校等への早期対応の推進

○スクールソーシャルワーカーの配置による福祉機関等と連携した支援体制の充実

○スクールカウンセラー連絡協議会の開催による資質向上及び相談対応力の強化

○教育相談員セミナーの開催による教育相談に携わる教職員等の資質向上

○スクールソーシャルワーカー連絡協議会の開催による支援体制の充実及び関係機関との連携強化

○スクールカウンセラーの配置

　Ｒ７：1,291校配置（Ｒ６：1,299校配置）

○スクールソーシャルワーカーの配置

　Ｒ７：45市町村配置・17人任用（Ｒ６：43市町村配置・16人任用）

○スクールカウンセラー連絡協議会の開催

　Ｒ７：１回開催（Ｒ６：１回開催）

○教育相談員セミナーの開催

　Ｒ７：４か所開催（Ｒ６：４か所開催）

○スクールソーシャルワーカー連絡協議会の開催

　Ｒ７：２回開催（Ｒ６：２回開催）

順調

(69) こども・若者を犯罪被害から守る

環境づくり

○青少年の非行防止及び学校の安全確保に向けたスクールサポーターによる支援活動の推進

○インターネット上の有害情報対策及びネットトラブル等の未然防止に向けた啓発・対策の推進

○関係機関と連携した学校・地域における犯罪被害防止及び安全対策の推進

○スクールサポーターによる学校の安全確保等の取組

　Ｒ７：訪問回数2,249回、学校等での巡回活動2,208回、街頭補導活動2,217回

（Ｒ６：訪問回数1,992回、学校等での巡回活動1,967回、街頭補導活動2,169回）

○インターネット上の有害情報対策及びネットトラブル防止の推進

　Ｒ７：「北海道青少年有害情報対策実行委員会」開催１回、オンラインセミナー開催１回

　　　　「北海道青少年育成大会」開催１回、ネットパトロール講習会１回（116人）

　　　　　保護者講習会16回（716人）

（Ｒ６：ネットパトロール講習会１回（206人）、保護者講習会16回（1,016人））

○地域・関係機関と連携した犯罪被害防止及び安全対策の推進

　Ｒ７：地域社会全体で学校安全に取り組む23市町村へ補助

　　　　地域安全情報メール等による情報発信6,495件（Ｒ６：23市町村へ補助、情報発信4,644件）

比較的

順調

Ⅴ ⑳
高等教育の

修学支援
(70) 高等教育費の負担軽減

○公益財団法人北海道奨学会に対し、奨学金等貸付事業の実施に係る経費等を助成 〇貸付実績

　R7：：1,144
順調

○進学を希望する子どもの進学機会の確保が必要。 ○引き続き、保護者・団体への各種補助施策を実施するこ

とにより、経済的な理由により修学が困難な生徒等に対し

て支援を行う。

(71) 若者への就労支援

○専修学校を活用した職業体験の実施による若年者の職業観・勤労観の醸成

○若者への就職相談やセミナーの実施による就業支援の推進

○障がい者の職業能力向上に向けた職業訓練の実施及び就業機会の確保

○専修学校を活用した職業体験の実施

　R7：専修学校活用講座381講座（受講者数2,865人）（R6：323講座（受講者数3,433人））

○若者への就業支援

　R7：就職相談6,450人、セミナー参加8,573人、就職者3,826人（R6：就職相談7,268人、セミナー参加8,822人、就職者6,439人）

○障がい者の職業訓練の実施

　R7：障害者職業能力開発校訓練18人（普通課程７人、短期課程11人）、障害者委託訓練19人、障害者一般校訓練７人

（R6：障害者職業能力開発校訓練14人（普通課程６人、短期課程８人）、障害者委託訓練30人、障害者一般校訓練８人）

比較的

順調

(72) 若者が地域にとどまり、働ける場

の創出

○農林水産業の担い手確保に向けた就業支援、研修、体験活動等による人材育成の推進

○農業大学校における実践教育や就農段階に応じた支援による新規就農者の育成・定着

○高校生等への職業理解促進や女性農業者の活躍支援など、多様な担い手確保の取組

○漁業就業者の育成に向けた体系的な研修の実施

○林業・木材産業への理解促進や現場体験学習等による将来の担い手育成

○北海道立北の森づくり専門学院の運営等による林業・木材産業を支える人材育成の推進

○漁業就業者の育成

　R7：総合研修１回、つくり育てる研修２回、漁業就業促進研修５回を実施

○林業・木材産業への理解促進

　R7：セミナーや体験活動等イベント11回、林業技術現場体験学習３校（参加生徒76人）を実施

○北海道立北の森づくり専門学院による人材育成

　R7：入学者18人、卒業者の道内関連企業就職者24人

比較的

順調

(73) 若年無業者・ひきこもりの若者を

支える取組の推進

○地域若者サポートステーション等の関係機関との連携による若年無業者等の就労・自立支援の推進

○ひきこもり支援に関する研修の実施による支援関係者の対応力向上及び支援体制の充実

○ひきこもり成年相談センターを中心とした相談支援及び市町村等への支援によるひきこもり支援の推進

○地域若者サポートステーション等による若者の自立支援　R7：北海道地域若者サポートステーション連絡会議１回開催

○ひきこもり支援関係職員等への研修の実施　R7：ひきこもり支援対策研修会兼ひきこもり支援機関関係職員等研修会をｵﾝﾗｲﾝ開催

○ひきこもり成年相談センターによる相談支援及び支援体制の充実

　R7：相談支援394件（うち新規相談者60名）、　市町村職員等を対象としたひきこもり相談会・研修会25回開催

　　（延べ387名参加）ひきこもりサポーター養成研修を実施

比較的

順調

(74) 適切な情報提供や相談体制の整備

○結婚サポートセンターの運営、個別相談会、オンライン婚活イベントや結婚応援フォーラムの開催などにより結婚を

望む方に対する情報提供や相談支援の体制を整備

○結婚サポートセンター利用件数

　R7：141件（個別相談含む）　（R6：197件（個別相談含む））

○オンライン婚活イベントの開催

　R7：8回（延べ71人参加）（R6：８回（延べ68人参加））

○北海道結婚応援フォーラムの開催

　R7：1回（94人）R6：1回（108人）

比較的

順調

(75) 結婚に伴う新生活のスタートアッ

プ支援の推進

○市町村が行う結婚に伴う新生活を経済的に支援する取組を支援 ○結婚新生活支援事業

　R7：66市町村　（R6：64市町村）
比較的

順調

(76) 企業等における取組の促進
○非正規雇用労働者の正社員化を図るための個別支援等の実施 ○個別支援実施企業

　R7：53企業（R6：79企業）
順調

(77) 「仕事と生活の調和（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗ

ﾝｽ）憲章」の実現に向けた理解や普及

啓発の促進

○仕事と家庭の両立支援に関する法令や制度の普及啓発による働きやすい環境づくりの推進

○北海道女性協会の活動支援による女性の福祉向上及び男女平等参画社会の実現に向けた取組の推進

○教養講座「えるのす連続講座（女性大学）」の開講

　R7：第１期（10回）、第２期（10回）（R6：第１期（10回）、第２期（10回）） 順調

(78) 両立のための環境整備

(79) 積極的な企業に対する優遇制度の

推進

(80) パートタイム労働者や派遣労働者

等の雇用環境の整備

○非正規雇用労働者の正社員化に向けた企業への個別支援及び労働条件改善に向けた取組の推進

○労働問題セミナーの開催による労働関係法令や制度に関する理解促進

○非正規雇用労働者の正社員化に向けた個別支援

　R7：個別支援実施企業53企業（R6：79企業）

○労働問題セミナーの開催

　R7：16回開催（R6：20回開催）

順調

(81) 広報・啓発活動の充実

(82) 家庭における男女平等教育の推進

(83) 仕事と家庭生活が両立できる働き

方改革

○仕事と家庭の両立や女性の活躍推進に向けた意識啓発の推進 〇フォトコンテスト等

　R7：今日からとも家事フォトコンテスト応募81件、女性ロールモデル集作成３名、健康課題セミナー158名参加

比較的

順調

(84) 働きたい女性の就労・雇用継続支

援

○両立支援に関する法令や制度の普及啓発
ー

比較的

順調

Ⅴ ㉓

共働き・共

育ての推

進、男性の

家事・子育

てへの主体

的な参画促

進・拡大

Ⅴ

Ⅴ

Ⅳ

㉒

⑲

こども・若

者の自殺対

策、犯罪な

どからこど

も・若者を

守る取組

○男女平等参画に関する情報発信及び普及啓発の推進

㉑

就労支援、

雇用と経済

的基盤の安

定のための

取組

○若者の職業観・勤労観の醸成や就業支援、障がい者の職

業能力向上及び就業機会の確保を図るとともに、関係機関

と連携し、若者の社会参加・自立や担い手の確保・育成に

向けた支援体制を充実する必要がある。

○専修学校を活用した職業体験や就職相談・セミナー等に

よる就業支援を推進するとともに、障がい者の職業訓練の

充実及び就業機会の確保を図る。また、関係機関と連携

し、若者の社会参加・自立や担い手の確保・育成に向けた

取組を推進するとともに、相談支援や支援人材の育成を通

じ、切れ目のない支援体制の充実を図る。

〇働き方や雇用形態が多様化する中、誰もが仕事と家庭を

両立しながら能力を発揮できる環境づくりを進めるととも

に、男女平等参画や女性活躍に向けた意識醸成、非正規雇

用労働者への支援及び労働関係法令・制度の理解促進を引

き続き推進する必要がある。

〇関係機関と連携し、非正規雇用労働者の正社員化支援や

働き方改革、仕事と家庭の両立支援を推進するとともに、

労働関係法令・制度の普及啓発や各種セミナー、情報発信

等を通じて、男女平等参画社会の実現と女性の活躍促進に

取り組む。

結婚を希望

する方への

支援、結婚

に伴う新生

活への支援

○男女平等参画に関する広報・啓発の推進

　R7：機関誌「イコール・パートナー」年２回発行

　　　 都道府県男女共同参画センターや道内大学等295か所へ配布（R6：369か所配布）

比較的

順調

〇結婚を希望する方への支援や結婚に伴う新生活への支援

を推進するため、情報提供や相談支援等の充実を図るとと

もに、市町村や関係機関と連携し、結婚を希望する方を支

援する取組を推進する。

〇結婚を希望する方への支援を継続するとともに、多様な

ニーズに応じた情報提供や相談支援の充実を図る必要があ

る。

○いじめ・不登校やネットトラブル、青少年を取り巻く犯

罪被害など、児童生徒を取り巻く課題が複雑・多様化して

いることから、教育相談体制の充実を図るとともに、学

校・家庭・地域・関係機関が連携し、いじめ・不登校等へ

の早期対応や未然防止、学校の安全確保に向けた取組を推

進する必要がある。

○スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの

配置及び資質向上を通じて教育相談体制の充実を図るとと

もに、学校・家庭・地域・関係機関が連携し、いじめ・不

登校等への早期対応や、いじめ・自殺予防教育を推進す

る。また、ネットパトロールや啓発活動、スクールサポー

ターによる支援活動、地域と連携した学校安全対策を推進

し、児童生徒が安全・安心に学ぶことができる環境づくり

を進める。

○両立支援に関する法令や制度の普及啓発 ○北海道働き方改革推進企業の認定社数

　R7：715社（R6：707社）
比較的

順調


